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令和６年度普通交付税及び地方特例交付金決定額等について 
 
Ⅰ 普通交付税（当初算定） 
 

１．普通交付税決定額（全国） 
（単位：億円、％） 

区  分 令和６年度 令和５年度 伸 率 

道 府 県 分 
（９４，７２５） 

９２，３２５  

（９７，４００） 

９２，０８９  

（▲２．７） 

０．３  

市 町 村 分 
（８５，２９０） 

８３，１４５  

（８５，１４１） 

８０，５０６  

（０．２） 

３．３  

合 計 
（１８０，０１５） 

１７５，４７０  

（１８２，５４０） 

１７２，５９４  

（▲１．４） 

１．７  

   ※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

    ※表示単位未満を四捨五入しているため、項目ごとの数値の計と合計は一致しない。 

 

２．本県分  

（１）交付決定額 

県    分     ２，１３３億３，２９１万１千円 （２，１４３億２４５万６千円） 

市町村分     １，９４９億１，９３４万８千円    （１，９６８億６，４１７万９千円） 
※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

（２）対前年度比較 

    ア  県分の交付決定額は、前年度に比べ５０億２，８３０万４千円（▲２．３％）の減となった。 

交付決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額は、前年度に比べ 

６３億１，１９３万７千円（▲２．９％）の減となった。 

    イ  市町村分の交付決定額は、前年度に比べ３０億６，８９９万９千円（＋１．６％）の増となった。 

       六ヶ所村は平成８年度から引き続き不交付団体となっている。 

実質的な地方交付税額（交付団体ベース）は、前年度に比べ９億４，６９２万４千円（＋０．５％）の増とな

った。 

（市町村別の額は別紙１・２のとおり。） 
（単位：千円、％） 

区 分 令和６年度 令和５年度 差引増減 伸 率 

県   分 
（２１４，３０２，４５６） 

２１３，３３２，９１１ 

（２２０，６１４，３９３） 

２１８，３６１，２１５ 

（▲６，３１１，９３７） 

▲５，０２８，３０４ 

（▲２．９） 

▲２．３ 

市町村分 
（１９６，８６４，１７９） 

１９４，９１９，３４８  

（１９５，９１７，２５５） 

１９１，８５０，３４９  

（９４６，９２４） 

３，０６８，９９９ 

（０．５） 

１．６  

合 計 
（４１１，１６６，６３５） 

４０８，２５２，２５９  

（４１６，５３１，６４８） 

４１０，２１１，５６４  

（▲５，３６５，０１３） 

▲１，９５９，３０５ 

（▲１．３） 

▲０．５ 

※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

  

報道機関用提供資料（連絡先） 

財務部広報広聴総括責任者 
檜山次長・報道監 

県 
 
分 

担当課・ 
担当者名 

財政課 予算グループ 
坂本財政主幹、工藤 

電話番号 
内線 2405、2415 
直通 017-734-9029 

市
町
村
分 

担当課・ 
担当者名 

市町村課 財政グループ 
山口総括主幹、小泉 

電話番号 
内線 2119、2123 
直通 017-734-9144 



Ⅱ 臨時財政対策債発行可能額 
 

１．臨時財政対策債の概要 

地方財源の不足に対処するため、令和５年度から令和７年度の間、地方財政法第５条の特例として発行する

もの（平成 13 年度から令和４年度の間においても同様に発行）。 

なお、その元利償還金については、翌年度以降の基準財政需要額に全額算入される。 

 

２．臨時財政対策債発行可能額の算出方法 

各地方公共団体の財源不足額を基礎として、財政力を考慮し算出される。 

 

３．臨時財政対策債発行可能額（全国） 

                                                                       （単位：億円、％） 

区  分 令和６年度 令和５年度 伸 率 

道  府  県  分 ２，３９９ ５，３１１ ▲５４．８ 

市  町  村  分 ２，１４５ ４，６３５ ▲５３．７ 

合 計 ４，５４４ ９，９４６ ▲５４．３ 

 

４．本県分 

  県   分   ９億６，９５４万５千円 

  市町村分  １９億４，４８３万１千円（市町村別発行可能額は別紙３のとおり） 

                                                               （単位：千円、％） 

区 分 令和６年度 令和５年度 差引増減 伸 率 

県        分 ９６９，５４５ ２，２５３，１７８ ▲１，２８３，６３３ ▲５７．０ 

市  町  村  分 １，９４４，８３１ ４，０６６，９０６ ▲２，１２２，０７５ ▲５２．２ 

合 計 ２，９１４，３７６ ６，３２０，０８４ ▲３，４０５，７０８ ▲５３．９ 

 

  



 

Ⅲ 地方特例交付金 

 

１． 地方特例交付金の概要 

 （１）住宅借入金等特別税額控除減収補塡特例交付金 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収を補塡するため、各地

方公共団体の住宅借入金等特別税額控除見込額を基礎として交付されるもの。 

 （２）定額減税減収補塡特例交付金 

   個人住民税における定額減税の実施に伴う地方公共団体の減収を補塡するため、各地方公共団体の定額

減税見込額を基礎として交付されるもの。 

 

２． 地方特例交付金交付決定額（全国）  

                              （単位：億円、％）                                              

区  分 令和６年度 令和５年度 伸 率 

都道府県分 

うち住宅借入金等特別税額控除減収補塡特例交付金 

うち定額減税減収補塡特例交付金 

３，９９１ 

７０５ 

３，２８６ 

７２９ 

７２９ 

－ 

４４７．２ 

▲３．３ 

皆増 

市 町 村 分 

うち住宅借入金等特別税額控除減収補塡特例交付金 

うち定額減税減収補塡特例交付金 

７，２１７ 

１，２６９ 

５，９４８ 

１，３１６ 

１，３１６ 

－ 

４４８．６ 

▲３．６ 

皆増 

合    計 

うち住宅借入金等特別税額控除減収補塡特例交付金 

うち定額減税減収補塡特例交付金 

１１，２０８ 

１，９７４ 

９，２３４ 

２，０４５ 

２，０４５ 

－ 

４４８．１ 

▲３．５ 

皆増 

 

３．本県分 

県   分  ： ３９億９２８万２千円 

市町村分  ： ５８億６，４４０万６千円（市町村別決定額は別紙４のとおり） 

（単位：千円、％） 

区  分 令和６年度 令和５年度 差引増減 伸 率 

県   分 

うち住宅借入金等特別税額控除減収補塡特例交付金 

うち定額減税減収補塡特例交付金 

３，９０９，２８２ 

７１２，１６０ 

３，１９７，１２２ 

７０５，０９８ 

７０５，０９８ 

－ 

３，２０４，１８４ 

７，０６２ 

３，１９７，１２２ 

４５４．４ 

１．０ 

皆増 

市町村分 

うち住宅借入金等特別税額控除減収補塡特例交付金 

うち定額減税減収補塡特例交付金 

５，８６４，４０６ 

１，０６８，２４６ 

４，７９６，１６０ 

１，０５７，６３７ 

１，０５７，６３７ 

－ 

４，８０６，７６９ 

１０，６０９ 

４，７９６，１６０ 

４５４．５ 

１．０ 

皆増 

合 計 

うち住宅借入金等特別税額控除減収補塡特例交付金 

うち定額減税減収補塡特例交付金 

９，７７３，６８８ 

１，７８０，４０６ 

７，９９３，２８２ 

１，７６２，７３５ 

１，７６２，７３５ 

－ 

８，０１０，９５３ 

１７，６７１ 

７，９９３，２８２ 

４５４．５ 

１．０ 

皆増 

※ 上記交付金は、普通交付税の交付・不交付にかかわらず、全地方公共団体が交付対象となる。 

 


